
   滝沢市交流拠点複合施設設置条例（案）  

 （設置）  

第１条 市民の交流や活動の場を提供するとともに、文化活動及び学習支援の推進並びに

観光及び地域産業の振興を図るため、滝沢市交流拠点複合施設（以下「複合施設」とい

う。）を次のとおり設置する。  

名称  位置  

滝沢市交流拠点複合施設  滝沢市下鵜飼１番地１４  

 （施設の構成）  

第２条 複合施設は、次に掲げる施設をもって構成する。  

（１） コミュニティセンター（屋外施設を含む）  

（２） 産業創造センター  

（３） 滝沢市立図書館  

２ 複合施設は、構成施設相互の連携を図り、一体的かつ有意義に運営するものとする。  

３ 第１項第３号に規定する施設の設置等については、滝沢市立図書館設置条例（昭和５

２年滝沢村条例第２０号）に定めるところによる。  

 （休館日）  

第３条 コミュニティセンター及び産業創造センター（以下「コミュニティ施設等」とい

う。）の休館日は、次の各号に定めるとおりとする。ただし、市長が特に必要があると認

めるときは、変更することができる。  

（１） 毎月の第２火曜日及び第４火曜日。ただし、国民の休日に関する法律（昭和２３

年法律第１７８号）に規定する休日の場合は、その翌日とする。  

（２） １２月２９日から翌年の１月３日までの日  

 （使用時間）  

第４条 コミュニティ施設等の使用時間は、午前９時から午後９時までとする。ただし、

市長が特に必要があると認めるときは、変更することができる。  

 （使用等の許可）  

第５条 コミュニティ施設等を使用しようとする者は、あらかじめ市長の許可を受けなけ

ればならない。また、許可を受けた事項を変更しようとする場合も同様とする。  

２ 市長は、次の各号のいずれかに該当するときは、コミュニティ施設等の許可をしない。  

（１） 公安、風俗その他公益を害するおそれがあるとき。  

（２） 施設、設備等を損傷し、汚損し、又は紛失するおそれがあるとき。  

（３） その他市長がコミュニティ施設等の管理上不適当と認めるとき。  

３ 市長は、第１項の許可をするに当たってコミュニティ施設等の管理上必要な条件を付

することができる。  

（行為の制限）  

第６条 コミュニティ施設等において、次に掲げる行為をしようとする者は、市長の許可

を受けなければならない。  

（１） 寄附の募集  

（２） チラシの配布  

（３） 火気の使用  



（４） その他、規則で定める行為  

２ 前条第３項の規定は、前項の許可について準用する。  

 （行為の禁止）  

第７条 コミュニティ施設等においては、次に掲げる行為をしてはならない。  

（１） 公安、風俗その他公益を害するおそれがあること  

（２） 施設、設備等を損傷し、汚損し、又は紛失するおそれがあること  

（３） 寄附の募集  

（４） チラシの配布  

（５） 火気の使用  

（６） 指定された場所以外の場所で喫煙し、又は飲食すること。  

（７） 立入禁止区域に立ち入ること。  

（８） その他市長がコミュニティ施設等の管理上不適当と認めること  

 （使用の取消し等）  

第８条 市長は、次の各号のいずれかに該当するときは、第５条第１項又は第６条第１項

の許可を受けた者に対し、当該許可を取り消し、その効力を停止し、若しくは第５条第

３項（第６条第２項において準用する場合を含む。）の条件を変更し、又は行為の中止、

原状の回復若しくは複合施設からの退去を命ずることができる。  

（１） この条例又はこの条例の規定による処分に違反したとき。  

（２） 虚偽の申請により使用の許可を受けたとき。  

（３） 使用の許可後に第５条第２項各号のいずれかに該当すると認めたとき。  

（４） 公益上やむを得ない事由が発生したとき。  

２ 前項の取消し等によって生じた損害については、市長は、その賠償の責めを負わない。  

 （使用料）  

第９条 第５条第１項の許可を受けた者（以下「使用者」という。）は、施設等の使用に係

る料金（以下「使用料」という。）を使用の許可を受けたときに納付しなければならない。

ただし、市長が特に必要と認めるものについては、この限りでない。  

２ 使用料は、別表に掲げる額の範囲内において、市長が定めるものとする。  

 （使用料の減免）  

第１０条 市長は、公益上、特に必要と認めたときは、使用料の全部又は一部を免除する

ことができる。  

 （使用料の還付）  

第１１条 既納の使用料は還付しない。ただし、市長は、次の各号のいずれかに該当する

ときは、その全部又は一部を還付することができる。  

（１） 第８条第１項第４号の規定により市長が使用の許可を取り消したとき。  

（２） 使用者の責めによらない理由で使用できなくなったとき。  

（３） その他市長が使用料の還付を行うべき特段の理由があると認めるとき。  

 （特別の設備の制限）  

第１２条 使用者は、施設等の使用に当たって特別の設備を設け、又は特殊な物件を搬入

し、若しくは使用しようとする場合は、あらかじめ市長の承認を受けなければならない。

また、承認を受けた事項を変更する場合も同様とする。  



 （入場の制限）  

第１３条 市長は、複合施設の来場者が次の各号のいずれかに該当するときは、入場を拒

み、又は退場を命ずることができる。  

（１） 他の入場者に迷惑をかけ、又は迷惑をかけるおそれがあるとき。  

（２） 前号に掲げるもののほか、複合施設の管理上支障があると認められるとき。  

 （損害賠償）  

第１４条 使用者は、施設、設備等を損傷し、汚損し、又は紛失したときは、市長の指示

するところにより原状に回復し、又は損害を賠償しなければならない。ただし、市長は、

やむを得ない理由があると認めるときは、損害賠償額を減額し、又は免除することがで

きる。  

 （原状回復の義務）  

第１５条 使用者は、施設等の使用を終了したとき又は第８条の規定により使用許可を取

り消されたとき若しくは使用を停止されたときは、当該施設等を原状に回復しなければ

ならない。  

 （指定管理者による管理等）  

第１６条 市長は、施設の設置の目的を効果的に達成するため又は管理運営上必要がある

と認めるときは、指定管理者（地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２

第３項に規定する指定管理者をいう。以下同じ。）に複合施設の管理を行わせることがで

きる。  

２ 前項の規定により、指定管理者に複合施設の管理運営を行わせる場合の当該指定管理

者が行う業務は、次に掲げる業務とする。  

（１） コミュニティ施設等の使用に関すること  

（２） 市民の生涯学習、文化活動及び学習支援の推進に関すること  

（３） 観光及び地域産業の振興に関すること  

（４） 複合施設の維持管理に関すること  

（５） コミュニティ施設等の休館日又は使用時間の変更に関する業務。ただし、休館日

又は使用時間を変更する場合は、あらかじめ市長の承認を受けなければならない。  

（６） 前各号に掲げるもののほか、複合施設の運営に関する事務のうち、市長が必要と

認めた業務  

３ 第１項の規定により指定管理者に管理を行わせる場合にあっては、第３条から第８条

まで、第１２条及び第１３条の規定中「市長」とあるのは「指定管理者」として、これ

らの規定を適用する。  

４ 指定管理者の指定の手続等は、滝沢市公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関す

る条例（平成１６年滝沢村条例第１号）の規定による。  

 （利用料金）  

第１７条 市長は、前条の規定により指定管理者に複合施設の管理を行わせる場合にあっ

て、適当と認めるときは、指定管理者に複合施設の利用に係る料金（以下「利用料金」

という。）を当該指定管理者の収入として収受させることができる。  

２ 当該料金は、第９条に規定する別表に掲げる額の範囲内において、指定管理者が市長

の承認を得て定めるものとする。  



３ 第１項の規定により利用料金を指定管理者の収入として収受させる場合にあっては、

前条第３項の規定に加え、第９条から第１１条の規定中「市長」とあるのは「指定管理

者」として、また、第９条から第１１条まで及び別表中「使用料」とあるのは「利用料

金」として、これらの規定を適用する。  

（委任）  

第１８条 この条例に定めるもののほか、複合施設の管理等に関し必要な事項は、市長が

規則で定める。  

   附 則  

 この条例は、○○から施行する。  

別表（第９条関係）  

 １ コミュニティセンターの使用料  

区分  
限度額  

単位  使用料  

大ホール（全面）  １日  ５６，０００円  

大ホール（客席、舞台のみ）  １日  ４０，３２０円  

控室１  １日  ２，８８０円  

控室２  １日  ２，８８０円  

小ホール  １日  ３４，５６０円  

大会議室１  １日  ８，６４０円  

大会議室２  １日  ８，６４０円  

大会議室３  １日  ８，６４０円  

中会議室  １日  １７，２８０円  

小会議室１  １日  ４，３２０円  

小会議室２  １日  ４，３２０円  

小会議室３  １日  ５，７６０円  

小会議室４  １日  ５，７６０円  

和室１  １日  ５，７６０円  

和室２  １日  ５，７６０円  

クッキングスタジオ  １日  １４，４００円  

創作兼準備室  １日  １０，０８０円  

相談室１  １日  ２，４００円  

相談室２  １日  ２，４００円  

その他の共用スペース  １日  １平方メートル当たり１４０円  

喫茶コーナー  １月  ２０，０００円  

 備考  

  １ １日とは、午前９時から午後９時までをいい、それ以外の時間に使用する場合は、

使用料を１２で除した額に使用時間（１時間未満の端数があるときは、これを１時

間とする。）及び１００分の１５０を乗じて得た額とする。  

  ２ 入場料を徴し、又は商品の宣伝、販売その他の商業活動及びこれに類する目的を



もって利用する場合の使用料は、上表の金額に１００分の３００を乗じて得た額と

する。  

  ３ 入場料を徴収しない場合であっても、会費、負担金その他入場料に相当する金額

を徴収したと認められるときは、入場料を徴収したものとみなす。  

  ４ 使用時間には、大ホールを除き準備及び後片付けの時間を含む。大ホールにおい

て、準備、後片付け又はリハーサルのために使用する場合の使用料は、使用料を１

２で除した額に使用時間（１時間未満の端数があるときは、これを１時間とする。）

及び１００分の７０を乗じて得た額とする。  

  ５ その他の共用スペースの使用料は、その他の共用スペースを一時的に専用し、物

品販売、イベント、集会、興業その他の催しに利用する場合に限り徴収するものと

し、使用面積の１平方メートル未満の端数は、１平方メートルとする。なお、営利

活動の場合は、２を準用する。  

  ６ 喫茶コーナーの使用期間が１月に満たない場合の使用料は、１月の使用料を当該

月の現日数で除して得た額に使用日数を乗じて得た額とする。  

  ７ 使用料の合計額に１０円未満の端数が生じたときは、その端数を切り捨てる。  

 

 ２ 産業創造センターの使用料  

区分  
限度額  

単位  使用料  

店舗施設  １月  １平方メートル当たり２，０００円  

その他の共用スペース  １日  １平方メートル当たり４２０円  

 備考  

  １ 店舗施設の使用料は、長期的に物販、レストラン、その他の商業活動及びこれに

類する目的をもって使用する場合の限度額とする。  

  ２ 店舗施設の使用期間が１月に満たない場合の使用料は、１月の使用料を当該月の

現日数で除して得た額に使用日数を乗じて得た額とする。  

  ３ その他の共用スペースの使用料は、その他の共用スペースを一時的に専用し、物

品販売、イベント、集会、興業その他の催しに利用する場合に限り徴収するものと

する。  

  ４ １日とは、午前９時から午後９時までをいい、それ以外の時間に使用する場合は、

使用料を１２で除した額に使用時間（１時間未満の端数があるときは、これを１時

間とする。）及び１００分の１５０を乗じて得た額とする。  

  ５ 使用面積の１平方メートル未満の端数は、１平方メートルとする。  

  ６ 使用料の合計額に１０円未満の端数が生じたときは、その端数を切り捨てる。  

 

 ３ 屋外施設の使用料  

区分  
限度額  

単位  使用料  

たきざわテラス  １日  １平方メートル当たり８０円  

たきざわ広場  １日  １平方メートル当たり３０円  



緑地  １日  １平方メートル当たり２０円  

防災広場  １日  １平方メートル当たり２０円  

調整池  １日  １平方メートル当たり２０円  

 備考  

  １ 屋外施設の使用料は、イベント、集会、興業その他の催しに利用する場合に限り

徴収する。  

  ２ １日とは、午前９時から午後９時までをいい、それ以外の時間に使用する場合は、

使用料を１２で除した額に利用時間（１時間未満の端数があるときは、これを１時

間とする。）及び１００分の１５０を乗じて得た額とする。  

  ３ 入場料を徴し、又は商品の宣伝、販売その他の商業活動及びこれに類する目的を

もって利用する場合の使用料は、上表の金額に１００分の３００を乗じて得た額と

する。  

  ４ 入場料を徴収しない場合であっても、会費、負担金その他入場料に相当する金額

を徴収したと認められるときは、入場料を徴収したものとみなす。  

  ５ 専ら準備、後片付け又はリハーサルのために使用する場合の使用料金は、使用料

金を１２で除した額に使用時間（１時間未満の端数があるときは、これを１時間と

する。）及び１００分の７０を乗じて得た額とする。  

  ６ 使用面積の１平方メートル未満の端数は、１平方メートルとする。  

  ７ 使用料の合計額に１０円未満の端数が生じたときは、その端数を切り捨てる。  

 


